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■ 第１回 新潟地方最低賃金審議会 

 

日 時：令和３年７月６日（火） 

会 場：新潟美咲合同庁舎２号館 

    ４階共用会議室Ａ 

 

（事務局） 

 ただいまから令和３年度第１回新潟地方最低賃金審議会を開会いたします。 

 私は、進行を務めさせていただきます賃金室の田中と申します。よろしくお願いします。 

 本年度も新型コロナウイルス禍での開催となり、ご入場に際しましては、会場入口設置

の消毒液をご利用のうえ、マスクをご着用いただき、また検温チェック等を実施させてい

ただきました。体調不良のかたは、速やかにお申し出いただきたいと思います。 

 まず、定足数についてご報告いたします。本日は、委員の皆様全員のご出席をいただい

ておりますので、最低賃金審議会令第５条第２項により、本審議会は成立しております。 

 また、本日の審議会は公開となっており、傍聴人がおられることを併せてご報告いたし

ます。 

 はじめに、岩瀬局長からごあいさつをお願いします。 

（労働局長） 

 皆様、改めまして、おはようございます。本年度、新潟労働局長を拝命しました岩瀬で

ございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は、ご多用中にもかかわらず、新潟地方最低賃金審議会にご出席を賜りまして、誠

にありがとうございます。委員の皆様方におかれましては、このたび第 55期新潟地方最低

賃金審議会委員としてご就任をいただいているところでございます。まず、ご就任いただ

きましたことに対しまして、深く感謝申し上げたいと思います。 

 また、皆様には平素からこの最低賃金制度のみならず、労働行政全般にわたりまして、

特段のご理解とご協力を賜っておりますことに対しましても、この場をお借りして厚く御

礼申し上げます。 

 本日は、本年度第１回の最低賃金審議会でございます。ご案内のとおり、近年、最低賃

金の改定につきましては、社会的関心、注目が集まっているところでございます。私ども

もしっかり気を引き締めまして、事務局を務めさせていただきますので、これからのご審

議をどうぞよろしくお願いいたします。 

 さて、昨年度でございますけれども、新型コロナウイルス感染症の影響によりまして、
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中央最低賃金審議会では、例年出されております目安が示されなかった中でございました

が、本審議会においては 831 円、前年に比べましてプラス１円のご答申をいただき、改正

の手続きを取らせていただきました。 

 今年度は現在、厚生労働本省にて中央最低賃金審議会が開催されているところでござい

まして、先月の 22日には今年度の地域別最低賃金額改定の目安についてということで、厚

生労働大臣から諮問をおこなったところでございます。現在はまだ審議中でございます。 

 本審議会におきましては、本日、令和３年度の新潟県最低賃金改正決定につきまして、

諮問をさせていただくこととしております。今後、中央での審議結果がまとまりましたら、

ご報告をさせていただくとともに、事務局といたしまして、円滑な審議に向けた最大限の

努力をしてまいる所存でございます。 

 委員の皆様には、過密な日程な中でご審議をお願いすることもあろうかと思いますが、

県内の実情を踏まえての充実したご審議を改めてお願いいたしまして、冒頭のごあいさつ

とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 本日は、今年度の最初の会議でございます。労働者代表、使用者代表で交代された委員

もおられますし、事務局職員の異動もありましたので、各委員及び事務局職員を紹介させ

ていただきます。 

 なお、委員の皆様の任命通知につきましては机上配付させていただきました。お手元に

お配りしました資料№11 委員名簿をご覧ください。名簿に沿って公益代表、労働者代表、

使用者代表ごとにご紹介させていただきます。 

 まず、公益代表委員の木南委員。 

（木南委員） 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 続きまして、鈴木委員。 

（鈴木委員） 

 よろしくお願いします。 

（事務局） 

 永井委員。 

（永井委員） 

 よろしくお願いいたします。 

（事務局） 
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 二岸委員。 

（二岸委員） 

 よろしくお願いします。 

（事務局） 

 長谷川委員。 

（長谷川委員） 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 続きまして、労働者代表委員です。梅野委員。 

（梅野委員） 

 梅野でございます。よろしくお願いします。 

（事務局） 

 片山委員。 

（片山委員） 

 片山です。よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 桑原委員。 

（桑原委員） 

 桑原です。よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 田辺委員。 

（田辺委員） 

 田辺です。よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 丸山委員。 

（丸山委員） 

 丸山です。よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 続きまして、使用者代表委員です。池田委員。 

（池田委員） 

 池田です。よろしくお願いいたします。 
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（事務局） 

 石坂委員。 

（石坂委員） 

 石坂です。よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 寺尾委員。 

（寺尾委員） 

 寺尾です。よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 徳武委員。 

（徳武委員） 

 徳武です。よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 八木委員。 

（八木委員） 

 八木です。よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 ありがとうございました。 

 続きまして、事務局職員を紹介させていただきます。局長にはごあいさついただきまし

たので、続きまして熊谷労働基準部長。 

（労働基準部長） 

 熊谷です。よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 井上賃金室長。 

（室 長） 

 井上です。よろしくお願いします。 

（事務局） 

 赤塚賃金指導官。 

（指導官） 

 赤塚です。よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 最後に、私になります。賃金室長補佐の田中でございます。よろしくお願いします。 
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 議題次第により議題（１）に入ります。 

 最初に、会長及び会長代理の選出をおこなっていただきます。最低賃金法第 24条第２項

によれば、会長は、公益を代表する委員の中から選任することとなっていますが、いかが

いたしましょうか。 

（桑原委員） 

 私から発言させていただきたいのですが、今までの経験などを踏まえまして、前期に引

き続き永井委員を会長に、長谷川委員を会長代理に推薦したいと思いますが、いかがでし

ょうか。 

（徳武委員） 

 初めてなものですから、お聞かせいただきたくお願いしたいのですけれども、先ほど最

低賃金法第 24条の規定によって会長を選任するというお話がありましたけれども、最低賃

金法には選挙をするというふうに書いてありますけれども、この審議会では選挙は行わな

いのでしょうか。あるいは選挙のやり方について、どのようなやり方でやるという規定が

あるのか教えてください。 

（室 長） 

 賃金室長の井上です。今ほど徳武委員から質問がありました第 24条第２項について、公

益を代表する委員のうちから委員が選挙するという形になっておりますが、新潟におきま

しては、皆様の了承をもって選挙に代えさせているというところが今の現状です。ですの

で、例えば今回は桑原委員から発言がありまして、公益委員から２名で、皆様の了承を得

られれば、それをもって選挙に代えさせているという形が、いわゆる新潟県でやってきた

ところでございますので、ご理解願いたいと思います。 

（木南委員） 

 あくまでも選挙というものは、無記名で紙に書いておこなうというところまでは、おそ

らく最低賃金法は求めていませんので、発声選挙、声を出しての選挙ということで、今ま

でおこなってきたということで、選挙に代えるというよりも、公開の選挙をおこなってい

たということが実情だと思いますが、もちろん秘密投票をすべきだということであれば、

それはそういう意見が多ければするべきだと私は思いますけれども。 

（徳武委員） 

 すみません。私も例えば無記名投票をやれと、そういうことを申し上げているわけでは

なくて、選挙と選任というものは違うと思いますけれども、法律で選挙と書いてあります

ので、何らかの形で選挙をするのかと思っていました。今、ご説明聞いたことで分かりま

したけれども、私どもは初めて参加した委員で、初めてお聞きする話ですので、そういっ
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たご説明もなく、こういった重要なことを決められるのは、いかがなものかなと思いまし

た。やはり最低賃金の審議会というものは、労使にとって非常に重要な会議だと思います

ので、その辺、わがままもあるかもしれませんけれども、事務局には丁寧な運営をお願い

したいと思います。 

 先ほど桑原委員から会長、会長代理については、今までのご経験を踏まえてということ

でご推薦がありましたけれども、その推薦につきましては、私は賛成ということを述べさ

せていただきます。 

（事務局） 

 徳武委員からもご意見いただきまして、ありがとうございました。いまいちど確認させ

ていただきます。桑原委員から、会長に永井委員、会長代理に長谷川委員を推薦するご発

言がありました。皆さん、ご意見ありますでしょうか。 

 （「異議なし」の声） 

 ご異議がないということになりましたので、会長には永井委員、会長代理には長谷川委

員をお願いいたします。永井会長、長谷川会長代理よりごあいさつをお願いいたします。 

（会 長） 

 ただいまご推薦いただきました永井でございます。よろしくお願いいたします。 

 今年度の最低賃金審議会につきましては、昨年に引き続き、コロナ禍のもとということ

があって、非常に特殊な状況でやらなくてはいけないということです。まず、第一義的に

は、最初に事務局からお話がありましたように、この場でクラスターを発生してはいけま

せんので、その辺、感染予防には十分注意をしていただきたいと思います。 

 併せまして、今度は審議のほうになりますけれども、なかなか経済状況としても厳しい

状況がある。さらには分野別にもいろいろなバラツキがあるという中で、非常に難しい選

択を皆様方にはしていただくことになろうかと思いますけれども、この点につきましては、

労使でまた公益委員も含めまして、率直な意見交換を行い、ぜひとも全会一致に向かうよ

うに私としても務めていきたいと思います。ご協力のほどよろしくお願いいたします。 

（会長代理） 

 会長代理に任命されました長谷川と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 昨年度に引き続きとなります。昨年度に比べて県内状況の環境がよくなったかというと

そうでもない。かなり不透明な中での議論となるかと思います。そういう意味では、非常

に難しい局面の中での議論が続くと思いますが、皆様の力をお借りしながら有意義な議論

を進めていければなと思います。 

 それから、今、徳武委員がおっしゃいましたけれども、やはり今までのとおりだからと



 - 7 -

いうやり方ではなく、おっしゃっていただいたように、非常に重要な意見でございます。

今の過程が正しいのかなということを、いま一度それぞれ噛みしめながら丁寧な議論がで

きればいいなと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

（会 長） 

 ここからは私が進行を務めさせていただきます。議事に早速入ります。 

 まず、議題（２）新潟地方最低賃金審議会運営規程等についてでございますけれども、

事務局より説明をお願いいたします。 

（室 長） 

 私から議題（２）について説明させていただきます。 

 １点目の審議会の運営規程についてですが、資料№2 をご覧ください。本規程は、基本

的には昨年とは変わっておりません。委員の方々より特段のご意見がなければ、本年度も

本規程に基づき審議を進めていきたいと思っております。 

 会長、そのまま第６条第５項を言ったほうがよろしいですか。 

（会 長） 

 説明が必要ならばお願いいたします。 

（室 長） 

 続きまして、最低賃金審議会令第６条第５項の適用について説明させていただきます。

事前にお配りさせていただいております委員のかたもございますが、最低賃金決定要覧の

151 ページをご覧ください。 

 中ほどにありますが、第６条第５項では「審議会は、予めその議決するところにより、

最低賃金専門部会の決議をもって審議会の決議とすることができる。」と定められており

ます。平成 27年度から新潟県最低賃金の審議におきましてもこれを適用し、最低賃金専門

部会で全会一致の場合に限り、当該条項を適用してきたところでございます。今年度につ

きましても、昨年度と同様の取り扱いとしてよろしいかご協議お願いしたいと思います。 

 なお、全会一致で決議した場合においては、本審において専門部会報告をいただき、答

申することになっております。 

 また、全会一致に至らない場合においては、本審において決議（多数決）をすることと

なります。 

（会 長） 

 まず最初に、今日の資料№2 にあります、新潟地方最低賃金審議会の運営規程について

でございます。この規程につきまして、内容についてのご質問、あるいはご意見等ござい

ますか。よろしいでしょうか。 



 - 8 -

 それでは、今年度もこれに則って進めていきたいと思います。 

 続きまして、審議会令第６条第５号の適用、つまり専門部会において全会一致で決まっ

た場合には審議会での議決は必要ないという、そういう扱いにしたいということでござい

ますが、これについてご質問・ご意見ございますか。よろしいでしょうか。 

 それでは、そのような形で運営していきたいと思います。 

 以上が、議題（２）でした。 

（桑原委員） 

 すみません。今の最低賃金決定要覧、私は事前にいただいているのですけれども、労働

者代表委員には誰にも今日も配られていないので、今、関係法令会則を確認したいところ

です。 

（事務局） 

 すみません、本当に申し訳ございません。早速手配いたします。 

（室 長） 

 少し待ってください。 

（会 長） 

 改めて、資料を配り直した上で再開したいと思いますので、暫時休憩させていただきま

す。 

（休 憩） 

（会 長） 

 資料が行き渡ったと思いますので、会議を再開いたします。 

 先ほどご説明がありましたのは、資料の 151 ページ、最低賃金審議会令の第６条第５項、

「審議会は、予めその議決するところにより、最低賃金専門部会の決議をもって審議会の

決議とすることができる。」という条項がございます。この条項を使って、今年度の新潟

県の最低賃金につきましては、県の最低賃金及び特定最賃両方含めまして、専門部会の決

議をもってというところを、単純に専門部会で決まったからということではなくて、専門

部会が全会一致で決まった場合には、審議会ではその結果を受け継ぐとします。ただし、

専門部会で決定はしたにしても全会一致ではない場合には、審議会で最終決定をしたいと、

そういう運用にしたいということでございます。 

 ご質問・ご意見があれば、お願いいたします。 

（池田委員） 

 その専門部会の立場というものは、非常に大事なものだということになってくると、専

門部会の委員の選び方、人数等の説明を最初にしていただかないと、どういう形で関わっ
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て、人数はどういう配分なのかなということは、まったく分からないのです。 

（会 長） 

 そうすると、説明はできると思うのですけれども、特定最賃は今はまだこの段階ではや

らないほうがいいということになりますよね。まだ決まってもいないものですから。では、

それを含めてご説明いただけますか。 

（室 長） 

 今ほど池田委員から質問があった件になります。専門部会に関しても、今月 27日に専門

部会に関しては説明する予定にはしておりますが、新潟県におきましては、特定最賃とい

うことで電子部品と各種商品並びに自動車部品のこの三つの特定最賃がございます。それ

ぞれの公労使委員に関しては、３名ずつなのですが、これに関してはまた７月 27日に特定

最賃の改正諮問を行います。その際に公示をして選任していただくという形の段取りとな

っております。ですので、この段階ではまだ特定最賃に関しては進めてはいないのですけ

れども。 

（池田委員） 

 私からすれば、特定最賃に関することではなくて、専門部会の人数として選び方、下手

すれば同じような考え方の人を恣意的に選ぶこともできるわけです。どういう形でも、去

年の例でも結構ですので、何人ずついたのか。 

（木南委員） 

 私から説明させていただくと、最低賃金専門部会は、最低賃金審議会令の第６条に基づ

いて委員は選定されるということになります。９名以内で、第３項にあります、公、労、

使はそれぞれ同数ということですので、公益委員が３名、そして労働者代表が３名、そし

て使用者代表が３名ということで、新潟においてはそうなっています。 

 その委員の任命は、第３条の規程が準用されますので、新潟県最低賃金もそうですけれ

ども、おそらくこれから局長から委員の推薦公示をおこなってから労働者代表、そして使

用者代表の推薦があった人の中から適切な人物を局長が選ぶ。公益についても同様という

ことで、県最賃につきましても、これから委員は選ばれますので、たしかに委員の方は未

定になっています。ですので、そこも含めて任せられるかどうかというところの判断にな

ると思うのですけれども、例年で言えば局長のほうで公平な人事をされているというふう

に私個人的には思っております。 

（池田委員） 

 分かりました。 

（室 長） 
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 すみませんでした。ありがとうございました。 

（会 長） 

 そういたしましたら、県最賃については今ほど木南委員からご説明がありましたように、

決まっている話でございますので、これについては先ほどの第６条第５項の部分を適用し

て、全会一致の場合には、その結果をもって審議会の議決とするというふうにしていきた

いと考えております。 

 特定最賃につきましては、まだそれをやるかどうかも決まっていない状態でありますの

で、その審議をするという段階で、当然、小委員会、専門部会についての枠組みも出てま

いりますので、その段階で再度、確認したいと思いますけれども、よろしいでしょうか。 

（木南委員） 

 県最賃は決まっていないわけですか。 

（会 長） 

 先ほど木南委員もおっしゃったように進めるということで、いいかどうかということを

やりましたから。 

（木南委員） 

 特定最賃も必ず専門部会をもっているのですよね。 

（会 長） 

 特定最賃をやるかどうかも、まだ決まっていないです。県最賃については、もう進める

ということで決まっているから、枠組みの説明があったから、それでいいかどうか。 

（木南委員） 

 改めて諮問があった上で考えると。 

（会 長） 

 そういうことです。 

（木南委員） 

 そうだということですね。 

（会 長） 

 混乱して申し訳ございませんでした。 

 まずは、県最賃については専門部会の扱いを以上のようにさせていただきたいと思いま

す。特定最賃につきましては、また特定最賃の審議をすることが決まったのちに、その点

については再度、確認したいと思いますので、事務局、そこの点、よろしくお願いいたし

ます。 

 以上で（２）の議題について、進め方等の話を終わりたいと思います。 
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 続きまして、議題（３）新潟県最低賃金の改正諮問に移りたいと思います。 

（室 長） 

 それでは、局長から新潟県最低賃金の改正について諮問させていただきます。前にお進

みください。 

（労働局長） 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

（会 長） 

 たしかに受け取りました。 

（室 長） 

 これから、委員の皆様に、諮問文の写しを配付させていただきます。 

 

（配 付） 

（指導官） 

 赤塚と申します。皆さんのお手元に配付されたということで、諮問文を読み上げさせて

いただきます。 

 新労発基 0706第１号、令和３年７月６日、新潟地方最低賃金審議会会長永井雅人殿。新

潟労働局長岩瀬信也。 

 新潟県最低賃金の改正決定について(諮問)。最低賃金法(昭和 34 年法律第 137 号)第 12

条の規定に基づき、新潟県最低賃金(昭和 55年新潟労働基準局最低賃金公示第３号)の改正

決定について、経済財政運営と改革の基本方針 2021（令和３年６月 18 日閣議決定）及び

成長戦略実行計画・成長戦略フォローアップ（同日閣議決定）に配意した、貴会の調査審

議をお願いする。以上です。 

（会 長） 

 ただいま局長から諮問をお受けいたしました。 

 続きまして、配付資料につきまして、事務局より説明をお願いいたします。 

（室 長） 

 先ほどの資料 NO.13 になりますが、差し替えの新しいものができましたので、これから

配付させていただきます。しばらくお待ちください。 

 

（配 付） 

  

今現在、順次配付させていただいています。事務局の説明は資料について説明させてい
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ただきます。 

 まず、資料№3 をご覧ください。これは、「令和３年の春季賃上げ状況」になっており

ます。令和３年６月 28日現在の全国と新潟県の賃上げ状況を取りまとめたものでございま

す。いずれも前年よりマイナスとなっております。 

 続きまして、資料№4 をご覧ください。新潟県の経済情勢でございます。これは新潟県

の経済情勢に関する各調査機関による分析結果の基調判断を取りまとめたものでございま

す。 

 日銀新潟支店の直近の金融経済動向については、「県内景気は、新型肺炎の拡大の影響

から、引き続き、厳しい状況にある。輸出・生産・公共投資は持ち直している。企業収益

は改善の動きがみられ、設備投資は下げ止まり、住宅投資は弱めの動きとなっております。

個人消費は全体として持ち直しの動きが続いているが、一部に弱さも見られる。」とし、

新潟財務事務所の４月の経済情勢報告の総括判断でも、「新型コロナの影響で厳しい状況

にあるなか、一部に弱さが見られるものの、持ち直しつつある。」としています。 

 続きまして、資料№5 をご覧ください。最近の雇用情勢失業情勢でございます。これは、

当局の資料ですが、５月の有効求人倍率は 1.30 倍で、前月に比べて 0.04 ポイント上昇し

ました。また、新規求人倍率は 2.28 倍で、これは前月に比べて 0.33 ポイント上昇しまし

た。基調判断は、「県内の雇用情勢は一部に持ち直しの動きが見られるものの、引き続き

新型コロナが雇用に与える影響に十分注意する必要がある。」としています。 

 資料№6をご覧ください。新潟県の主要指数の推移、資料№7については、物価動向、資

料№8 に関しては、県総務管理部統計課の「毎勤統計地方調査結果」でございます。 

 資料№9 に関しては、令和２年度新潟地方最低賃金審議会・専門部会開催状況の一覧で

す。資料№10 に関しては、令和３年度の答申日別最短効力発生予定日の一覧表となってお

ります。 

 これを見ていただくと、今年度は中賃の目安答申が７月16日を予定されております。10

月１日、この 10月１日というものは資料 NO.10 の下の段の「発効」というところがあるの

ですけれども、そこの 10月１日発効とする場合に左にどんどんいきますと、いちばん左に

「答申」ということで 10月１日が上から５段目になりますが、これが８月５日ということ

で、８月５日の木曜日に答申しなければ 10月１日発効はできないという形になっておりま

す。 

 参考ということでご覧いただければと思いますが、資料№11 に関しては、６月 22 日に

第１回目安小委員会での主要統計資料となっています。30 ページ以降に関しては、各都道

府県のランクごとの統計資料となっています。 
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 また、資料№12 以降に関しては、先ほど差し替えました 13 も含めて、要望書、要請書、

声明となっております。 

（会 長） 

 ただいま事務局からの資料説明と諮問そのものについて、中身まで今、資料のところの

説明が及んでおりませんけれども、大枠につきまして、何かこの時点でのご質問・ご意見

ございますか。 

 資料につきましては、このあと個別に中身をご覧になっていただきまして、何か不明な

点等がございましたら、後日、ご質問という形でよろしいかと思いますので、お願いいた

します。 

 議事を進めていきたいと思います。 

 続きまして、議題（４）その他でございます。これにつきまして、事務局からご説明を

お願いいたします。 

（室 長） 

 私から議題（４）ということで、まず特定最賃について説明いたします。特定最賃につ

いては、すでに新潟県においては特定最賃が３業種にあります。今現在、金額改定の申出

書を受理いたしましたので、ご報告いたします。 

 昨年度の電子部品・デバイス、製造業等自動車部分品の、この２業種に関しては、必要

性ありということで専門部会を設置してまいりました。もう一つの特定最賃、各種商品小

売業については、本年３月 11日、第６回本審を実施いたしましたが、使用者側の委員から

各種商品小売業の必要性の審議について、改正の必要があるのか、また廃止も視野に入れ

た議論が必要ではないのかとのご意見がありまして、会長から来年度第１回の本審の際に

申し上げて、それに沿ってやっておくとのご発言がありましたので、その取り扱いについ

て、ご審議していただければと思っております。一旦、会長にお返しいたします。 

（会 長） 

 今ほど事務局から説明がありましたように、昨年度第６回の審議会では、私のほうから

本審において検討する旨、申し上げました。ただ、この間、委員の改選もございましたの

で、いま一度、労使双方の委員から金額改定の必要性についてご意見を伺いたいと思いま

す。使用者側からでよろしいですか。お願いいたします。 

（徳武委員） 

 今ほどのお話しでしたけれども、室長からのご説明にありましたように、前回、３月 11

日に令和２年度の第６回の審議会で、当時の佐藤委員がお願いしたとおりです。内容は、

先ほど室長が言ってくれたとおりです。 
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（会 長） 

 分かりました。では、労働側からお願いいたします。 

（桑原委員） 

 ３月にそういう発言がありまして、こちらのほうもそれは受け止めています。ただ、申

し出に基づいて、その必要性の審議から、各種商品小売につきましては、必要性の審議か

らさせていただきたいと思います。ほかの二つにつきましては、例年どおり、同じように

必要性の審議を、形は多分、違う形になるかもしれませんけれども、確認した上で金額改

定の審議をしていければと思っています。 

 それで１点、先ほど室長から、昨年、２業種は必要性ありとなって、金額改定の審議を

したと言いましたけれども、各種商品小売も必要性があったので、審議はしているはずで

すので、お願いします。 

（室 長） 

 そうですね、すみません。 

（会 長） 

 そこは結果的にそういうふうになったというところでございます。 

 ただいま双方の方からご意見が出されましたように、各種商品小売業につきましては、

必要性の云々を審議する必要があろうかと思います。これにつきましては、昨年度、小委

員会を設けて検討いたしました。今年度も再度の検討が、枠組みとしては小委員会を設け

て、そこで検討していくのだというところは踏襲をいたしまして、それを使って審議して

いく。ですから、この場では検討するための小委員会を設置するということをご審議いた

だきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

（木南委員） 

 先ほどの話では、専門部会にすべてを委ねるかどうかはまだ諮問がないのでやるべきで

はないということでしたので、専門部会、第６条第５項の。ですから、小委員会も設ける

方向ということは分かるのですけれども、まだ実際に諮問がない段階で設けることが果た

して適当かどうかというところは若干、時期的な問題は分かったのですが、申し出があっ

たということなので、確実に審議会をしてくれということなのですか。 

（室 長） 

 ３月 11日のときに、第１回でその辺についてはお話をするということで言ったものです

から、本来ここでは言うべきところではなかったのですが、一応そういうことで言わせて

いただきました。 

（労働局長） 



 - 15 -

 ご指摘のとおりでございまして、もちろん諮問を前提としているところでございます。

審議の形として、今、会長がお話しされたように、小委員会を設置するというふうに理解

をさせていただいているところでございます。 

（木南委員） 

 もちろん本審においても、当然、電気などについても慎重に審議した結果、毎年必要性

ありということでやっていますが、各種商品に限らずかもしれませんけれども、本審にお

いて、直ちにまとまらない場合は、小委員会を設けて、さらに慎重に審議するという枠組

みで今年は行うということで、おそらくは各種商品小売業だけだろうとは思いますが、ほ

かについてもそういう事態が生じれば、当然、小委員会を設けるということを妨げるもの

ではないということですよね。１回の審議で決まらない場合は、小委員会を設けるという

枠組みを確認するというところですので、ありがとうございました。 

（会 長） 

 では、そういう形で進めていきたいと思います。よろしいでしょうか。 

 それでは、次回の審議会にて今の検討の小委員会のメンバーの選出を行い、別途日程調

整の上、できるだけ速やかに検討小委員会を開催いたしたいということにしたいと思いま

す。よろしいでしょうか。 

 それでは、事務局からそのほかに何かございますか。 

（室 長） 

 私から２点お話しさせていただきます。 

 １点目は実地視察の必要性について、２点目は関係労使の意見聴取の必要性についてと

いうことで、まず、１点目の実地視察の必要性についてでございます。新潟では、本審に

おいて毎年、取り扱いを協議していただいております。従来、それぞれの団体等を代表す

る方々が委員として出てきておられることから、実地視察の必要性はないとのことできて

おります。本年度の取り扱いについてのご協議をお願いしたいと思います。 

 次に、２点目でございます。関係労使の意見聴取の必要性については、最低賃金決定要

覧の 146 ページにございます。下の方になりますが最低賃金法第 25条第５項をご覧いただ

きたいと思います。第５項については、「最低賃金の決定またはその改正もしくは廃止の

決定について調査審議を行う場合においては、厚生労働省令で定めるところにより、関係

労働者及び関係使用者の意見を聴くものとする」と規定されております。 

 つきましては、これについては本日付で必要な公示を行うほか、当局のホームページに

も掲載して広く意見を求めることとしております。 

 今年度は、現在まで意見陳述の申し出はありませんが、今後、公示等により意見陳述の
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要望等があった場合に関しては、対応につきまして事務局として対応したいと思っており

ます。これまでと同様に、意見書を提出していただき、その意見書の中で直接審議会で意

見陳述を行いたいという要望があったかたを対象としてよろしいのではないかと考えてお

ります。 

 以上、２点提案させていただきます。 

（会 長） 

 ただいまご説明がありましたように、実地視察については、そこまではやらないという

ことでございます。一方、意見聴取につきましては、このあと速やかに公示をしていただ

きまして、そういったものが出てきたら、それに対応していくということにしたいという

ことでございますが、何かご意見ございますか。よろしいでしょうか。 

 それでは、そのような形で進めさせていただきます。 

 何か、ほかに特段、ご質問等ございますか。よろしいでしょうか。なければ、本日の審

議は終了いたします。 

 最後に、議事録の署名人を指名させていただきます。 

 労働者側からは桑原委員、使用者側からは徳武委員を指名させていただきます。よろし

くお願いいたします。 

 議事進行を事務局にお返しいたします。 

（事務局） 

 私から議事５ということで、今後の審議日程についてお話しさせていただきます。 

 資料の案をお配りしますので、少々お待ちください。 

 では、ご説明いたします。日程調整につきましては、皆さんにご協力いただきまして、

大変ありがとうございました。また、当初の予定を変更することになってしまいまして、

大変ご迷惑をおかけしまして申し訳ありませんでした。今後はご迷惑をかけないよう、十

分注意していきますので、よろしくお願いします。 

 机上に配付させていただいた日程（案）をご覧ください。事務局案としましては、第２

回目の本審を７月 27 日、午前９時半から、第３回の本審を８月５日の午前 10 時から、第

４回の本審を８月 23 日の午前 10 時からで予定したいと考えておりますので、よろしくお

願いします。 

 なお、８月５日、第３回の本審は、本日のこの会場ではなく、この庁舎９階の気象台の

会議室となります。後ほど、本審の日程についてのご協議をお願いします。 

 次に、県最賃の専門部会の日程につきましては、本日、労使委員の推薦公示を行いまし

て、おおむね２週間を経過した７月 19日を推薦締切日とさせていただきます。正式な日程
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調整は、委員が確定してからということになりますが、本日、確定していただく本審の日

程を前提として調整していくということになりますので、ご了解をお願いします。 

 また、今後の予定について説明したいと思います。最低賃金法第 25条第５項に基づく関

係労働者及び関係使用者からの意見聴取の公示を本日から行うことといたします。おおむ

ね３週間程度を公示期間としまして、７月 26 日を締切日とさせていただきます。 

 また、最低賃金法第 25条第２項により、新潟県最低賃金専門部会を設置することになり

ます。専門部会は、最低賃金法第 25条第３項及び最低賃金審議会令第６条によりまして、

公益代表委員、労働者代表委員、使用者代表委員、それぞれ３名により構成されます。こ

のため、労使各３名ずつの委員の推薦のための公示を先ほども説明させていただいたとお

り行います。 

 その後、専門部会を３回程度開催しまして、金額審議をしていただく。繰り返しになり

ますけれども、全会一致の結審になりますれば、審議会令第６条第５項を適用して、改正

決定の答申を行い、全会一致にならなかった場合は、本審で採決を行うことになります。

先ほど説明させていただいたとおりです。 

 その後、改正内容公示を 15日間行いまして、その間に異議の申し立てがあれば、異議審

を行います。局長から異議の申し出の諮問を行いまして、異議についての審議のうえ、局

長あての答申を行っていただくこととなります。異議がなければ、異議審は開催しないこ

とになります。以上のとおり、説明を終わらせていただきます。 

 今、説明しました審議会日程について、ご意見はございませんか。 

 ございませんようですので、繰り返しになりますけれども、次回第２回の本審を７月 27

日の火曜日、午前９時半から開催をして、場所は本日と同じ場所を予定しておりますので、

よろしくお願いします。 

 以上をもちまして、第１回新潟地方最低賃金審議会を閉会させていただきます。いろい

ろ不手際等ありまして、時間がかかってしまい申し訳ありませんでした。今日は、お疲れ

様でした。 


